
令和４年３月１１日

水道局 県域水道一体化準備室

県域水道一体化に向けた取組について（進捗状況報告）

報 告
令和４年３月
水 道 局

１ 県域水道一体化の概要

２ 一体化後の給水原価・供給単価の試算結果

（令和３年１２月実施）

３ （仮称）奈良県広域水道企業団基本計画（骨子案）

４ 今後のスケジュール（案）
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令和４年２月１７日（木）に開催された第２回奈良県広域水道企業団設立準備協議会において協議の結果、

了承された事項について概要報告いたします。



平成29年10月 県・市町村長サミットで「県域水道一体化の目指す姿と方向性」提示
30年４月 県・市町村部局長レベルの「県域水道一体化検討会」立ち上げ
31年３月 県域水道一体化の方針を示した「新県域水道ビジョン」策定

令和２年８月･11月 知事・関係市町村長による「水道サミット」開催
■人口減少等による水需要の減少（配水収益

の減少）

■昭和40年代を中心に整備した水道施設の

老朽化の進行（投資の増大）

■熟練職員の退職等による技術力の低下

背景（課題）

県営水道・市町村上水道の共通の課題

課題克服の方策「県域水道一体化」の検討の経緯

奈良県の目指す県域水道一体化

水道事業の「持続」「強靱」「安全」の確保により、将来にわたって安全・安心な水道水を持続的に供給目指す姿

※統合形態は事業統合（経営主体も事業も統合）とし、一体化の効果をより高く発揮一体化の主な効果

令和３年１月25日 県・27市町村長・奈良広域水質検査センター組合で
「水道事業等の統合に関する覚書」締結

施 設

整 備

○水需要に応じた施設機能を確保しつつ、経年度合・耐震性等を踏まえた統廃合を段階的に進め、県域で施設を最適化・強靱化
○計画的な実施によるコスト削減と国交付金の有効活用により、今後増大する施設更新への投資規模を抑制

水 道

料 金

○統合時に料金統一（基本）し、投資の抑制や国交付金の活用により

将来の料金上昇を抑制

運 営

体 制
○業務の標準化・システム化、民間委託化を進め、県域で適正な人員配置が可能となり、運営体制が強化

単独経営の場合よりも少ない投資で、適正規模の整備と強靱化の向上が図れる

単独経営の場合よりも、将来の料金上昇が抑制される

単独経営の場合よりも、技術職員をはじめ人的資源の有効活用が図れ、住民サービスの向上に繋がる

現時点での以下の基本的事項について合意
・Ｒ６年度までの企業団設立、Ｒ７年度までの事業開始（事業統合）
・統合時に水道料金統一（基本）
・水道事業で生み出された資産等は企業団に全て引き継ぐ（基本）
・水道施設の更新整備は、関係団体の更新実績を保証、又は整備計画を尊重
・今後、覚書締結団体で一体化に向けての協議検討を進めること 等

１ 県域水道一体化の概要

１

統合時 将来

単独経営の場合よりも、
将来の料金上昇を抑制

統合時に料金統一（基本）
（水準抑制）

令和３年８月２日 協議会設立総会及び第１回協議会
「奈良県広域水道企業団設立準備協議会」発足

令和４年２月17日 第２回協議会
給水原価・供給単価の試算結果、基本計画骨子案等について協議→了承



２ 一体化後の給水原価・供給単価の試算結果（令和３年１２月実施）

○試算期間 Ｒ７年度～３６年度（３０年間）

○減価償却費 各団体が施設整備計画等に基づき推計した建設改良費に、一体化後の新たな

投資増減を加えた建設改良費を基に算出

※建設改良費の規模は、右表のとおり

（国交付金対象の広域化事業分に対する１／３県繰入を反映）

○維持管理費 各団体が実情に合わせて推計した値の合計

（物価上昇率（0.7％：内閣府）、施設統廃合に伴う増減、一体化による

委託費縮減（10％縮減：他府県事例）等を反映）

○年間総有収水量 各市町村の給水量（R2実績）に｢日本の地域別将来推計人口(社人研)｣

の市町村別人口増減率を乗じた値を基に推計

○給水原価 （営業費用＋営業外費用－（受託工事費＋材料及び不要品の売却原価＋附帯事業費）－長期前受金戻入）÷年間総有収水量

○供給単価 ５年間毎の総括原価÷５年間の総有収水量

試算条件（概要）

○２７市町村の加重平均では、給水原価、供給単価ともに上昇抑制効果が有った。
○市町村別では、葛城市、大淀町を除いた２５市町村で、給水原価、供給単価ともに統合効果(※)が有った。

（※）「統合効果が見られる」＝３０年間（算定期間）の給水原価・供給単価×有収水量の積上げ計が単独経営の場合に比べて下回る場合

試算結果（概要）

建設改良費の内訳 R7-36（30年）

Ａ 経年施設の施設整備費 ５，０７８億円

Ｂ 一体化後に企業団において実施する新たな施設整備 １１５億円

Ｃ 小計（Ａ＋Ｂ） ５,１９３億円

Ｄ 投資抑制（浄水場の統廃合、送配水施設の最適化等） △３７５億円

Ｅ
国交付金
(Ｒ７-16の10年
間)

①広域化事業（対象事業費の1/3補助） △１４６億円

②運営基盤強化等事業（①と同額） △１４６億円

小計（①＋②） △２９２億円

Ｆ 県繰入(Ｒ７-16の10年間)（広域化事業分のみ） 1/3繰入 △１４６億円

Ｇ 小計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） △８１３億円

Ｈ 差引計 （Ｃ－Ｇ） （１４６億円／年） ４,３８０億円
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年度 Ｒ７ Ｒ36 統合効果

給水原価

①単独（加重平均） １９９円 ２９７円

有 25市町村

無 葛城市・大淀町
②統合 １７０円 ２４０円

抑制効果（②－①） △２９円 △５７円

供給単価

①単独（加重平均） ２１４円 ３０１円

有 25市町村

無 葛城市・大淀町
②統合 １７８円 ２４１円

抑制効果（②－①） △３６円 △６０円

（円／㎥）

本試算では、令和３年１月２５日覚書締結２７市町村において各々一体化参加の是非を判断する材料の一つとして、料金面におけるメリットの確認や
将来的な料金上昇の程度を計ることを目的とし、各市町村が「単独経営を続けた場合」と「事業統合した場合」の給水原価・供給単価を試算しました。

２



※縦棒は各市町村が単独経営を続けた場合、横線は事業統合した場合　

※縦棒は各市町村が単独経営を続けた場合、横線は事業統合した場合　

 ２７市町村別　給水原価

 ２７市町村別　供給単価
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現状（R1実績） R7単独経営 R36単独経営 R7事業統合 R36事業統合
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現状（R1実績） R7単独経営 R36単独経営 R7事業統合 R36事業統合
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【基本的考え方】
○水需要の将来見通しに応じた施設機能を確保しつつ、経年度合・耐震性等を踏まえて計画的に施設整備を進め、

県域全体で施設を最適化・強靱化

○水融通や予備能力の保持等により、災害等発生時に対応できるバックアップ機能を確保
○計画的な整備によるコスト縮減と国交付金の有効活用により、投資は規模を抑制しつつ最大限の効果を発揮

詳細は、別途「(仮称)奈良県広域水道施設整備計画」を策定

３ （仮称）奈良県広域水道企業団基本計画（骨子案）

【組織】 （具体は引き続き検討協議）
○企業団本部、広域水道センター、水質管理センター、浄水場及び事務所を配置。その他、企業団議会、監査委員、運営協議会を設置

（事務所は、当面は関係団体の事務所とし、業務の標準化等を図りながら、Ｒ16年度までの集約化を目指す。）

【職員】 （具体は引き続き検討協議）
○職員の身分 当面は関係団体からの派遣(地方自治法第252条の17)を基本とする。（関係団体の職員の身分形態等の実情を踏まえ、必要に応じて設立時に身分移管）
○職員の数 設立当初は関係団体の用水供給・水道・水質管理業務に従事する現行職員数と同程度を確保し、順次、業務の効率化等を図りながら、適正な規模を目指す。

４ 組織・職員

２ 施設整備

【国の交付金制度の活用（Ｒ７～16年度の10年間）】
○一体化後の施設整備のため、国の交付金制度（広域化事業・運営基盤強化等事業）を活用

【水道料金】
○料金の水準・体系は統合時に統一することを基本とし、健全な企業団経営が持続できる適正な水準を設定

○単独経営の場合よりも将来の料金上昇を抑制（計画的な施設整備によるコスト縮減と国交付金の活用）
○水道料金に関し統合効果の見られない市町村については、特例として一定期間、本則とは異なる料金を設定

【各団体（一般会計）からの繰入】
○繰出基準の繰出対象経費のうち、本来一般行政の責任により負担すべき経費及び特定の地域の事情により生じている経費は、各団体から繰出基準額を企業団へ繰入してもらう。

○繰出基準外で繰入されてきた経費（構造的要因（※）によるものを除く。）は、経費発生の間、当該団体から企業団へ繰入してもらう。
○国交付金の対象となる一体化後の新たな施設整備のうち、広域化事業分（県域全体での施設整備）は、県域水道ファシリティマネジメ ント推進の観点から、県から繰出基準額を企業団へ繰入してもらう

（Ｒ７～10年間）。

【資産等の引継ぎ】

○水道事業に伴い生み出された資産等は、一体化のメリットの最大限の発揮と全体最適化を図るため、企業団にすべて引き継ぐことを基本とする。
○ただし、水道事業の用に供していない固定資産で、水道事業以外の公用、公共用又は公益事業用に既に使用し、又は基本協定締結年度中に使用の予定が決まっているものは、企業団には引き継がない。
○統合までに生じた累積欠損金（構造的要因（※）によりR５年度以降に生じたものを除く。）は、当該団体において利益剰余金又は料金改定か一般会計繰入により解消しておく。

（※）高低差や集落点在など地理的条件による、水道経営上の構造的要因であり、経営指標上の一定要件を満たすもの。 など

３ 財政運営

○水道事業に係る各種業務の標準化・システム化を推進（具体は引き続き検討協議）
○現在市町村の水道事業部門が行っている他事業の業務及び奈良広域水質検査センター組合が行っている業務の取扱いについて、引き続き検討協議 など

５ その他

○本年度（令和３年度）の検討協議を踏まえた、現時点での基本計画の骨子案を体系的にまとめた概要版です。
○引き続き、市町村とともに検討協議を深め、来年度（令和４年度）に基本計画の策定、基本協定の締結を目指します。

【策定の趣旨】 ○県域水道一体化後の施設整備、財政運営等に係る基本的合意事項を取りまとめ、企業団運営、事業経営の指針とする。
【経営の主体】 ○地方自治法第284条の規定による一部事務組合（企業団）（令和６年度）
【統合の形態】 ○事業統合(各団体が行う用水供給事業､水道事業､水質管理業務を統合)（Ｒ７年度～)

１ 基本的事項

４

統合時 将来

単独経営の場合よりも、
将来の料金上昇を抑制

統合時に料金統一（基本）
（水準抑制）

浄水場の段階的統廃合（案）イメージ

存続浄水場
新設送水管
新設導水管
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現状（統合時） 統合後（最終）

市町村浄水場を
段階的に統廃合

（現状16→最終７）
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○令和３年１月２５日締結の覚書に基づき、令和６年度中の一部事務組合（企業団）設立、令和７年度からの事業統合を目指す。

○令和４年２月１７日開催の第２回協議会で了承された水道料金面の試算結果、一体化に向けた諸事項の検討の方向性・基本計画骨子案を土台にして、

引き続き検討協議を進める。並行して各市町村では、これらを判断材料の一つとして、各々一体化参加の是非について議論を進める。

○令和４年度に一体化後の施設整備計画や財政運営、組織体制等を取りまとめて基本計画を策定するとともに、基本協定を締結することを目指す。

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

一部事務組合
（企業団）設立
準備

一部事務組合
（企業団）設立

事業
統合

【具体的検討】

施設整備

財政運営

業務の標準化

システムの共同化

組織・職員

２月17日
第２回協議会

・給水原価・供給単価
の試算結果

・検討の中間報告
・基本計画（骨子案）

1月25日
覚書締結

基
本
計
画
案
・
基
本
協
定
案
の
作
成

11月
第３回協議会
・基本計画案
・基本協定案

２月
第４回協議会
・基本協定
締結

・施設整備計画（案）の作成
・水道料金体系など財政運営方針

（案）の作成
・引継ぎ資産等取扱（案）の作成

など

・業務標準化、委託化の方針（案）
の作成

・各種システムの統一の方針（案）
の作成

・組織・人員体制（案）の作成
・勤務・給与条件（案）の作成 など 統一するシステムの構築（先行発注)

企業団議会の
議決（条例制定、
予算）

組織・人員体制の構築

関係団体議会
の議決
（企業団設立）

企業団設立許可申請
の事前準備・事前協議

申請

事業認可の事前協議
国交付金の事前協議

申請

関係団体議会
の議決
（条例等廃止）

８月２日
協議会設立
（任意協議会）

８月２日
第１回協議会
・検討体制
・スケジュール

法定協議会
へ移行

基
本
計
画
・
基
本
協
定
（
最
終
案
）
の
作
成

関係団体議
会の議決
（法定協議
会設立）

・施設整備内容、投資規模
の検討

・財政運営ルールの検討
・料金水準の試算
・資産引継ぎルールの検討

など

・業務・システム実態調査
・統合までに統一するシス
テム、スケジュールの検討

・業務標準化の方向性
・組織体制の検討
・職員身分の検討 など

４ 今後のスケジュール（案）

基
本
計
画
案
・
基
本
協
定
案
の
精
査

５


